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１．はじめに 
2016年 8月、中央教育審議会は 2020年から実施予定の新学習指導要要領についての審
議まとめ案を提示し、1989年の学習指導要領改訂から続く高等学校地歴科・公民科の科目
編成に大幅な変更を提示した。地歴科では「日本史Ａ」と「世界史Ａ」を融合し、近現代
史を中心に学ぶ共通必修科目「歴史総合」の新設、「日本史Ｂ」「世界史Ｂ」は前近代史を
中心に学ぶ選択科目「日本史探求」「世界史探求」への改編、公民科では有権者年齢の引き
下げに対応するため、「現代社会」の廃止と「公共」の新設が盛り込まれている。 
このうち、新たに「歴史総合」という教科が提案された背景には、「高等学校で学ぶ近現
代史は、日本史と世界史の二分法ではなく、その両者が深く関係していることがわかるこ
とが大切だと考えられたこと」、「歴史学習が年表を暗記するような学習でなく、学習者自
身が問いを持って探求する『アクティブ・ラーニング』であること」の二つが指摘されて
いる１。現在、「歴史総合」の具体的内容は未定であるが、文部科学省の方針として、18
世紀後半以降の近現代史を「近代化」「大衆化」「グローバル化」という基本概念から整理
し、関連する問題を設定することがすでに明らかになっている。 
では、この「歴史総合」の導入は学校教育にどのような影響をもたらすのか。教育現場
からは中学校歴史分野の単元構成で日本史と世界史の関係が明確でない現状に鑑み、「『歴
史総合』では日本史と世界史の融合科目の性格であることを意識して国内の社会の動きと
国際情勢を有機的にリンクした内容を記述する必要」が求められている２。現在、小学校
から高等学校に至るまでの歴史学習を見ると、日本近現代史ではそれぞれの戦争の性格と
その因果関係、国民生活への影響といった事柄が重視され、そこから歴史上の転換点を把
握することになっている。その結果、国際政治（国際社会）と国内政治（国内社会）の相
互規定性など、本来、近現代史を把握する上で必要な視点が十分に備わっていないように
思われる。したがって、「歴史総合」が国際環境の変容と合わせて日本の位置を認識し、現
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代的課題の発見に努める科目となれば、従来の歴史教育よりも深化し、かつ、公民教育に
通底する性格も帯びてくる。 
改めて述べるまでもなく、公民分野のうち、人権思想、統治構造、経済政策、国際社会
に関する単元は歴史分野と密接な関連性を有する。「歴史は社会科学の実験場である」との
言葉が示すように、近代以降の歴史には現在の日本政治・国際政治との間に少なからぬア
ナロジーが内包されている。これまで筆者は諸大学で政治学と日本政治外交史を講じ、本
学では 2014 年から教職科目である政治学概論を担当している。本稿は「歴史総合」が扱
う時代のうち、昭和戦前期研究に関する論点や問題点を紹介することで、歴史教育と公民
教育を接合する一つの覚書たらんとするものである。 
 
２．２０世紀史としての大正・昭和 
 近代と呼ばれる時代のモデルをヨーロッパに求めるならば、経済や社会の面でその基本
的な形が作られるのは 17 世紀以降である。市民革命によって絶対王政に代わるブルジョ
ア民主主義が成立し、18世紀イギリスに始まる産業革命によって産業資本主義が成立する。
この時期の理想的国家像はブルジョア階級の構成する議会を主体として、政府の市場介入
を排除したレッセ・フェール（自由放任経済）を掲げる夜警国家論であった。「歴史総合」
の対象時期として想定する 18 世紀後半こそ、産業革命によってヨーロッパの社会経済構
造が大きく変容していく過渡期にあたる。 
 19世紀になると、欧州各国では資本主義の発展に並行して労使対立や社会問題が噴出し、
労働者階級の参政権要求が高まっていく。1917年のロシア革命は社会主義への危機感を資
本主義諸国に印象付け、その結果、第一次世界大戦後から各国では普通選挙制の導入を政
治日程化していく。日本における政党内閣の成立と普通選挙制の導入は1920年代であり、
大衆民主主義への移行はおおむね世界の動向に対応するものであった。 
では、戦間期の日本はどのような国際環境と国内環境の下で出発したのだろうか、この
点を大正期とそれに続く昭和戦前期への影響も含めて整理することにしたい。1918 年 11
月、4 年 3 ヶ月にわたった第一次世界大戦が終結すると、戦間期の国際政治は国際連盟の
創設、パリ講和会議とヴェルサイユ条約、ワシントン会議に代表される多国間協調外交に
比重が置かれる。日本も首相・原敬の下で国際連盟に常任理事国として参加し、かつ、ワ
シントン会議を通じて戦間期国際秩序の形成に参画していく。だが、近年の研究によれば、
戦間期のアジア太平洋地域をめぐる国際関係は「ワシントン体制」という概念で整理でき
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るほど、確固たるシステムやコンセンサスを伴うものではなく、むしろ列国間のパワーバ
ランスを色濃く残した「旧外交」の側面を色濃く残していたことが指摘されている３。 
また、この時期の日本社会では格差拡大に並んで資本主義への批判が高まり始めていく。
大戦半ばの 1916年、京都帝国大学教授・河上肇は、「貧富の懸隔はますますはなはだしき
を加え、従うて天下の生産力が奢侈ぜいたく品の産出に吸収されるの弊」への批判を綴り、
「多数貧民の需要に供すべき生活の必需品」の生産圧迫こそ、「今日文明諸国において多数
の人々の貧乏に苦しみつつある経済組織上の主要原因である」と述べている４。 
ここで河上が問題視しているのは、当時「大正の天佑」と称された大戦景気の到来によ
って金融資本が飛躍的成長を遂げる一方、格差が是正されない現実に対してであった。や
がて日本経済は大戦終結による反動から対外輸出が縮小し、大戦期における生産過剰と相
俟って戦後恐慌をもたらすことになる。のちにマルクス経済学に傾斜することになる河上
の世相観には資本主義の矛盾が映し出されていたのである。 
第一次世界大戦終結後、国際金融市場の中心は世界最大の債権国となったアメリカに移
行し、アメリカ経済の世界化が進展する。「冷戦後のグローバリゼーションに相当する歴史
的役割を果たしたのが、第一次世界大戦後のアメリカニゼーションであった」５とすれば、
「歴史総合」が基本概念とする「グローバル化」は大正期から始まっていたことになる。
また、普通選挙制の導入により、日本を含む主要先進諸国は大衆民主主義に移行するが、
それは同時に新しい問題を生じさせることになる。政治学的に見るならば、有権者層の多
様化は利害対立の拡大と議会における調整の困難、政治課題の量的増加をもたらし、世界
的現象として議会政治の危機を生じさせるのである。 
そして、1929年 10月、需要と供給の不均衡からニューヨーク株式市場で株価大暴落が
発生すると、各国は国際金本位制と自由放任経済に代わり、管理通貨制度とブロック経済
体制への転換を図るなど、戦間期国際政治の構造的変動が進んでいく６。そして、この時
期になると、資本主義国と社会主義国の双方では自由放任主義とそれに基づく資本主義経
済システムが批判の対象となり、各国では国家統制に基づく経済秩序の再編成など、計画
行政の導入が合わせて要求されていく７。その結果、修正資本主義の理論と結びつく形で
行政国家化現象が加速していくことになる。 
以上のように、「戦争と革命の世紀」と称される 20世紀は第一次世界大戦とロシア革命
のもたらした衝撃がその後の主要先進諸国の在り方に大きな影響を及ぼした時代であった。
日本の大正・昭和戦前期は 20 世紀前半に相当する時期であり、議会政治の危機、世界恐
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慌、行政国家化現象といった世界的傾向も絡め合わせて理解する必要がある。世界恐慌の
影響は 1930 年に昭和恐慌として日本にも波及し、ロンドン海軍軍縮条約批准問題から派
生した「統帥権干犯」問題とともに、浜口雄幸内閣（立憲民政党）の政治指導に深刻な動
揺をもたらす。1931年には満州事変によって第二次若槻礼次郎内閣（立憲民政党）と陸軍
の関係は緊張化し、1932年の五・一五事件により犬養毅内閣（立憲政友会）が総辞職する
と、二大政党による政権交代を基調としていた戦前政党内閣時代は終焉を迎える。日本史
学習では軍部の台頭に主眼を置いて当該期の政治を説明するが、比較政治の観点から見た
場合、軍が議会制を破壊するという現象は特異な事例に属する。したがって、日本史と世
界史を融合した歴史学習にあっては、1930 年代における国際環境の変化を踏まえた上で、
軍部の台頭という国内的背景を連関的に把握することが必要である。 
 
３．昭和戦前期研究の軌跡 
日本近現代史、特に昭和戦前期の政治構造をどのように規定するか、という問題は政治
学と歴史学の双方で戦後の早い時期から研究が着手されてきた。その際、第二次世界大戦
当事国の分類のために採用されたのが自由民主主義体制と全体主義体制という概念である。
前者は英米の政治体制をモデルとし、言論の自由と普通選挙制、社会権の保障などが特徴
として挙げられる。後者は、ナチス政権時代にアメリカへ亡命したドイツ出身の政治学者
フリードリッヒの研究が古典的定義として有名であり、それまで対照的に捉えられてきた
ナチスとソ連の共通性に注目する立場から、①社会全体を覆う公認化されたイデオロギー、
②一人の指導者の下、階層的かつ寡頭的形式に組織された単一の大衆政党、③党とその幹
部団による武力闘争手段の独占と統制、④マス・コミュニケーションの独占と統制、⑤暴
力主義的な警察支配のシステムを特徴に挙げている８。その後、新たに⑥官僚政治的作用
を通じた経済全体に及ぶ中央の統制と指導、という点を付け加えることで９、全体主義体
制の概念規定を完成させた。 
戦後、わが国の学界や論壇では全体主義体制の同義語であるファシズムという概念を援
用し、「上からのファシズム」という留保を設けることで、1930 年代以降の日本政治の性
格を規定してきた。しかし、1960年代になると、政治学と歴史学の双方で批判的見解が提
示されることになる。それが中村菊男氏と伊藤隆氏の研究である。 
中村氏の研究は昭和期の日本では国家権力を独占するほどの超憲法的支配や一国一党制
は存在せず、実際は国務・統帥の乖離や外務省と軍部の対立による二元外交など、権力の
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分散化傾向が顕著であったことを指摘する。その上で、ファシズムは一部の政治運動にと
どまり、政治体制としては軍人が政治の推進力になった「軍国主義」という評価が適当で
あると主張する１０。また、伊藤氏は第一次世界大戦に前後して、日本国内の社会的格差を
是正するため、政治や社会の改革を主張した勢力が大正中期に一つの潮流を形成し、この
「革新派」が昭和期になって近衛新体制運動の推進主体になったことを主張する１１。 
中村、伊藤両氏のかような研究はそれまでの日本近現代史研究の在り方が理念先行的で
あった点を正面から批判したものであり、諸勢力間の政治的対抗関係に注目し、権力の多
元化という視角から政治史を捉えた点に特徴がある。特に伊藤氏の研究はそれまでの政治
史研究の対象が権力エリートに偏りがちであったのに対して、大正期と昭和期の日本社会
を「革新」という同時代的用語で連続的に把握しようとするなど、新しい分析枠組みを提
示したことは大きな論争を引き起こすことになる１２。 
この「革新」派論の意義として、のちに黒澤文貴氏は、①「天皇制ファシズム論」が疎
かにしてきた国内政治過程の細部にわたる解明、②史料の発掘による実証性の飛躍的向上、
③「太平洋戦争」への道を満州事変ではなく、第一次世界大戦以降の長いスパンから考察
したことの三点を挙げている１３。このように「革新」派論は日本ファシズム論への批判と
いう点では戦後日本の史学史の上で重要な位置を占めるものとなる。ただし、「革新」とい
う用語が有する多義性を考えた場合、大正期と昭和期を連続した関係として捉えてよいの
か、それぞれの時期における政治勢力の布置状況の変化をどう理解するかなど、いくつか
の課題を残したのも事実である１４。 
では、この「革新」派論以降、昭和戦前期研究はどのような進展を遂げたのか。言うま
でもなく、昭和戦前期の日本は内政と外交の両面で大きな危機を現出し、国内に様々な政
治的潮流が生まれた。したがって、昭和という時代に何を見出すのか、という点で把握の
仕方も大きく異なってくる。ここでは先行研究を大きく三つに分けて整理する。 
第一は比較政治学における権威主義体制の概念を援用して近代日本の政治構造を捉える
手法である。日本政治外交史では酒井哲哉氏と村井良太氏の研究１５、日本政治思想史では
廣岡守穂氏の研究がこれに該当する１６。権威主義体制は民主主義的、全体主義的のいずれ
にも分類できない政治体制を規定するため、スペイン出身の政治学者リンスが 1960 年代
以降に提唱した理念型モデルであり、①国家統治上における洗練されたイデオロギーの欠
如と予測可能な範囲内における権力行使、②政治諸制度における多元主義的要素、③全体
主義体制に見られる権力奪取型の単一政党の不在、④広範かつ徹底的な政治動員の欠如に
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よるアパシー（政治的無関心）の存在を特徴とする１７。 
酒井氏の研究は満州事変から敗戦までを一括して把握する「十五年戦争」史観に代わり、
「昭和戦前期における『平和と民主主義』の可能性」を問う観点から、政党内閣制と国際
協調外交を柱とする「大正デモクラシー体制」の崩壊過程を再検討したものである。そこ
では政党内閣崩壊期から二・二六事件発生に至るまでの期間、政治体制外部からの圧力で
ある満洲事変の衝撃をどのように克服しようとしていたのか、多元的な諸政治勢力の競合
する中、対外政策の展開が国内政治に及ぼした影響を分析したものである１８。村井氏の研
究は首相選定の基準と手続きに注目し、昭和戦前期における元老・西園寺公望の役割と政
党を取り巻く環境を分析したものである。戦前の政党内閣がこれまで考えられてきた以上
に強固な基盤を有し、軍部の側も政党内閣期から挙国一致内閣期にかけて、一貫して政党
の存在を重視していたことを指摘する。最終的に、1936年の二・二六事件により軍部の抑
制や政党内閣への復帰が困難になったと評価する点で酒井氏と共通する。 
廣岡氏の研究は明治憲法と教育勅語に基づく近代日本の権威主義体制が自由民主主義体
制に発展する可能性を秘めながらも、挫折を余儀なくされた要因を日本政治思想史と比較
政治学の方法を組み合わせて捉えたものである。廣岡氏はのちにリンスによって提示され
た民主主義の定着条件をもとにして１９、近代日本政治の特徴を、①自発的な社会集団や多
様な社会運動の弱さ、②政党内閣に対する制度的保障の欠如、③社会主義への危機感に伴
う強権的な治安体制、④反政党勢力としての軍部の存在、という四点に集約し、経済発展
と比較した場合の政治発展の限界を指摘している２０。廣岡氏は立憲制導入後の日本が自立
的な市民社会を形成できずに政党内閣崩壊を迎えた点に一貫した関心を置いており、多元
主義を支える自発的結社（中間的団体）が近代日本で十分に成長しなかった点を問題視し
ている。こうしたことから、同氏の理解では大正期の社会運動に見られる「革新」と、近
衛新体制として帰結する昭和期の「革新」は自覚的に峻別されているように思われる。 
なお、酒井氏も「革新」派論の限界として、「社会史＝思想史的領域や比較政治史的領域
を充分に対象化し方法論として体系化することなしに、同時代の日本政治史研究に支配的
であった政治過程論的手法を換骨奪胎した実証主義と多元的方法を以って対象に接した」
点を指摘している２１。酒井、廣岡両氏の議論は研究視角の面で違いはあるが、近代日本が
自由民主主義体制に発展する可能性を秘めながら、挫折を遂げた要因を析出しようとする
点や、民主制の崩壊過程で軍部の果たした影響を重視する点で共通していると言える。 
第二は政党内閣崩壊以降も議会・政党の影響力を重視する研究、すなわち、戦時議会再
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評価論と称されるものである。元来、政党内閣崩壊後の政治史については、議会・政党の
形骸化と戦時体制への従属が指摘されてきたが２２、ゴードン・Ｍ・バーガー氏、古川隆久
氏の研究はこれに修正を迫ることで、旧来の日本ファシズム論に対置するものとなってい
る２３。両者の研究は諸政治勢力の対抗と競合という視角から政治構造の多元性を捉える点
で「革新」派論と共通する。しかし、伊藤氏が「革新」派の構成勢力としての新党運動派
を重視していたのに対して、両氏の研究は既成政党勢力の存在を重視する点で相違がある。 
第三は社会的平準化という視点から、昭和戦前期における社会民主主義路線の可能性と
展開を解明しようとするものである。坂野潤治氏と井上寿一氏の研究は昭和恐慌期から顕
在化する資本主義の問題点を踏まえ、日中戦争期の日本社会が求めたのは格差社会の是正
による平等の実現であったとして、この観点から社会大衆党の存在を重視する２４。もとも
と、戦後との連続性を視野に入れて近代日本の社会的平準化思想を捉える作業は 1980 年
代から 1990年代にかけて筒井清忠氏や三谷太一郎氏が手がけたものであり２５、1990年代
に発展を遂げる「総力戦体制論」とも問題意識の面で通底する部分がある２６。 
社会大衆党は 1932 年に全国労農大衆党と社会民主党が合同して結党された当該期唯一
の合法無産政党であり、挙国一致内閣期になると、中央執行委員長・安部磯雄、書記長・
麻生久の指導下で既成政党への対抗姿勢を明確化していく。そして、1940年には近衛新体
制運動に合流するために解党し、8 年の歴史に幕を下ろしている。これまで社会大衆党に
ついては、親軍化への過程とそれに伴う対外情勢認識、特に日中戦争に代表される国際情
勢の変化や党運営の在り方など、伝統的な政治史分析の手法で多くの研究が重ねられ北２７。
その背景には、かつて升味準之輔氏が述べたように、「議会政治史のなかの社会主義政党
．．．．．．．．．．．．．．．
と
か社会民主主義と共産主義
．．．．．．．．．．．
とかはこの時期の日本では現実的問題ではなかった」２８（傍点
は原文のまま）という理解が研究者の間で固定観念化してきたことがあるだろう。その点
を踏まえると、社会民主主義の可能性と社会大衆党の存在に焦点を当てることで、昭和戦
前期を捉え直そうとした坂野、井上両氏の研究は一つの意味を持つと言えるだろう。 
以上、ここに紹介した三つの研究視角はいずれも 1930 年代以降の日本が大きな変動と
転換期に直面し、国内で様々な政治構想が交錯する中、どのような政策や路線が有力なも
のになっていくのか、これらを旧来の日本ファシズム論や「十五年戦争」史論と異なる視
角から明らかにしようとしたものである。次に、これらの研究の相互関係について、筆者
自身の所見も含めて述べていくことにしたい。 
まず、権威主義体制論を援用した研究は欧米諸国と比較した場合の、特に二・二六事件
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以前における民主化の態様を明らかにした面で意義がある。その上で、1936年の二・二六
事件と 1937 年の日中戦争を経て、政党内閣復帰や軍部抑制が不可能な段階に入っていく
という結論になっている。酒井、村井、廣岡の三氏はいずれも日中戦争期以降、軍の影響
力が決定的になることで政党内閣期との間に大きな断絶が生じたという認識を示している。
しかし、すでに先行研究でも指摘されているように、対米開戦後の翼賛政治体制が「軍部
独裁」と称されるほどの一元的構造ではなく、「政治的多元化の進行」に過ぎなかったと考
える場合２９、上記のような見方には再検討が必要である。今日の軍部史研究では 1930 年
代の政軍関係が統帥権の独立や軍部大臣現役武官制だけで説明できないことが加藤陽子氏、
筒井清忠氏、大前信也氏、手嶋泰伸氏の研究で明らかにされている３０。これらの研究によ
り、二・二六事件以降の軍部による政治的影響力の拡大は合法的かつ漸進的な形で確立さ
れたものであることが解明されている。政党内閣崩壊後の政治史、特に二・二六事件以降
の分析として、軍部が他の諸政治勢力との関係をどのように認識し、構築しようとしてい
たのかという点に注目する必要があるだろう。 
次に、戦時議会再評価論、特に古川氏の研究は挙国一致内閣期の国内環境が政党内閣期
に比して大きく変容していなかったという立場をとる。酒井氏の研究は軍部が政党内閣を
崩壊させていく過程を重視するのに対して、古川氏は政党と軍部の対立関係を強調する点
で対照的である。しかし、古川氏とバーガー氏の研究は既成政党勢力の支持基盤や総選挙
結果、予算過程への分析が不十分であり、その結果、政党の政治的影響力を過大に評価し
ている印象が否めない。第一次近衛内閣期の政治過程を見れば明らかなように、当時の立
憲政友会・立憲民政党は予算編成や対外政策などの重要政策を変更するほどの影響力はな
く、戦争指導に関与できる位置にもいなかったからである３１。 
通常、政治学では政党の果たす機能を、①政策の形成機能（利益表出と利益集約）、②政
治的リクルートメント機能、③政権担当機能、④政治的コミュニケーション機能（政治的
社会化の機能）という四点に求める。近年、戦時議会再評価論から派生した研究動向とし
て、戦時を含む挙国一致内閣期における議会・政党の法案審議過程における影響力を重視
する見方がある。こうした研究により、当時の既成政党勢力が法案審議を通じて国民生活
や業界団体との関係で重要な役割を果たすなど、社会内の多様な利益を政治過程に反映さ
せる機能を維持し続けていたことが明らかにされている３２。こうしたことから、現在、戦
時期における議会・政党研究は、利益集約を通じた政策の形成機能が戦時下でも維持され
ていた点に関心が向けられていると言える。 
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では、既成政党勢力と対抗関係にあった社会大衆党の存在はどう見るべきであろうか。
元来、近代政党は 19 世紀のイギリスで名望家政党（議員政党）の形で出発し、普通選挙
制の導入に伴って大衆政党（組織政党）へ移行する。その後、新たに労働者階級を取り込
むことが必要になると、議会政治の基盤を全階層に求め、資本主義の改革を志向する「労
働者的大衆政党」が生まれる３３。坂野・井上両氏の研究は 1930 年代後半期の社会動向と
の関連で社会大衆党を日本における事実上の「労働者的大衆政党」と位置付けるものであ
り、社会的格差の是正という側面から昭和期を捉えようとする視角は「革新」派論と通底
する。しかし、社会的平準化を強調するあまり、現実の革新政策が当初の内容に比して緩
和・修正されていく過程が分析されないまま、既成政党勢力との比較から社会大衆党の影
響力を過大に評価している面が否めない３４。 
では、近代日本政治史の中で昭和戦前期を捉えるためにはどのような視角が想定できる
のか。次章では政党内閣期と挙国一致内閣期における理念を検討することで、昭和期日本
の国家像を解明するための糸口を探ることにしたい。 
 
３．昭和戦前期の政治構造─「憲政の常道」と「挙国一致」─ 
 昭和期の日本では戦時期も含め、権力の一元化や広範囲な国民動員は何度も試みられた
が、結局、最後まで実現には至らず、同時期のナチスやソ連のような国民的同質化も進ま
なかった。このように昭和期の日本が政治体制として統合性を欠く状態にあったことを踏
まえると、全体主義体制やファシズムという概念を適用することは適切と言えない。 
現在、歴史学習と公民学習では大日本帝国憲法（以下、明治憲法）と日本国憲法を対比
する際、主権の所在が導入部分となっている。明治憲法の条文に主権という表現は存在し
ないが、日本国憲法の国民主権原理と対比する形で、天皇主権原理と説明されるのが一般
的である。主権という概念は 16世紀フランスの官僚であるＪ・ボーダンが『国家論』（1576
年）で提示した絶対不可侵の永続的権力を指すものであり、のちに絶対主義国家（絶対王
政）を支える理論の一つとなったものである。1889年に制定された明治憲法がプロイセン
憲法に範を求め、君主権の明確化や行政権の優位を重視していたことは事実である。しか
し、明治憲法体制がプロイセン憲法のような絶対君主制でなかったことは、すでに日本史
学における多くの実証研究で証明されている。 
 三谷太一郎氏が指摘しているように、伊藤博文ら政治指導層は幕府的存在を排除した王
政復古の理念を実現するため、権力分立制の導入こそ、覇府排斥論の観点から最もふさわ
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しい体制と考えていた。その結果、明治憲法の規定する権力分立制の下、立法府と行政府
を連携させる政党内閣の出現を排除することが当初から志向されていたのである３５。そし
て、この明治憲法下の分権的権力構造にあって、首相選定や国務と統帥の調和などの役割
を担ったのがのちに元老と呼ばれることになる有力政治家たちであった。 
伊藤之雄氏の研究によれば、近代日本のような開発途上国では国家目標を自覚した有力
政治家による調停が必要不可欠であったことや、元老の存在が立憲政治の安定や外交指導、
政党内閣の成立など、様々な局面で元老が重要な役割を果たしたことが明らかにされてい
る３６。現在の歴史学習では立憲制の導入過程におけるプロイセン憲法の影響が強調されが
ちだが、こうした権力分立制や元老に期待された理念についても、明治維新の課題とは何
であったのかという面から再評価されるべきであろう。 
 第一次世界大戦期の 1918 年、陸軍長州閥の代表者である寺内正毅を首班とする長全内
閣が米騒動の責任をとって退陣すると、立憲政友会総裁・原敬を首班とする本格的政党内
閣が誕生する。原内閣は貴族院・衆議院の双方に議席を拡大し（政界縦断策）、大戦終結後
の列強との経済競争を見越して国内のインフラ整備を強化する（積極主義）。そして、1919
年の衆議院議員選挙法改正により、小選挙区制を導入することで政友会の党勢拡大の足が
かりとする。しかし、1921年の原暗殺後、政友会は党内が総裁派（党人派）と非総裁派（官
僚派）に分裂したまま、政権から遠ざかっていく。 
 1924年、貴族院を背景とした超然内閣として清浦奎吾内閣が成立すると、憲政会、立憲
政友会、革新俱楽部は第二次護憲運動を展開し、第 15 回衆議院議員総選挙で勝利をおさ
める。ここに唯一の元老・西園寺公望は衆議院第一党となった憲政会の総裁・加藤高明を
首相に奏薦することを決断し、加藤高明護憲三派内閣が成立する。そして、昭和初期にな
ると、1927年に憲政会と政友本党が合同して立憲民政党が結党され、立憲政友会と共に交
互に政権を担当する二大政党時代が 1932年まで続くことになる。 
東京帝国大学で憲法学を講じた美濃部達吉によれば、日本では憲法制定当初、国務大臣
が議会の信任を在職条件とする考えは制憲目的に反するとして排斥され、長らく「官僚内
閣主義」が実践されてきたが、「議院内閣主義の実現は我が憲法の下に於いても法律上可能
にして、而して実際に於ける憲政発達の結果は、近時に於いては議院内閣制度は政治慣習
として略確定の習俗律を為すに至り、当初旧独逸諸国の例を遂はんと欲したる立案者の予
想は裏切られて、寧ろ英国流の立憲政治に近付く」ことになったのである３７。 
しかし、戦前日本の政党内閣時代は明治憲法の改正によって実現したものではなく、あ
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くまでも非制度的慣行にとどまっていた。議院内閣制が制度として確立されたわけではな
く、総選挙の結果がそのまま政権交代を規定したわけではなかった。そのことが政党間競
合の面で特異な現象をもたらし、政党政治の正統性そのものを損なう要因となるのである。 
宮崎隆次「戦前日本の政治発展と連合政治」は明治憲法下における選出勢力と非選出勢
力の競合と提携を「連合政治」という概念から検討し、戦前日本における政治的統合の限
界を指摘した重要研究である。宮崎氏は戦前の日本で単一の政治勢力が絶対的優位を得る
ことはなく、諸政治勢力間で妥協を含む連合政治が繰り返されていた点を重視する。その
上で、政党内閣期の政党間対立として、非選出勢力を利用した反対党内閣の打倒や、自党
に近い非政党内閣成立を望む動きが隠然と出現していた点を指摘する。また、ときの政党
内閣が行き詰った場合、反対党に政権を委ねるという首相選定基準も結果的に政党の自主
性を損ね、党首決定を含む党内対立を複雑化させたとする３８。 
戦前日本の政党政治を日本国憲法下の統治機構と比較した際、最も重要であるのは政党
内閣期の首相選定基準である。これは内閣総辞職が政策の行き詰まりによる場合、与党に
よる続投を認めず、野党第一党が次期政権を担うとしている点である。これこそ、野党勢
力が選挙結果に基づく政権交代ではなく、むしろ倒閣による政権交代を目指す要因となり、
最終的には戦前政党政治の終わりをもたらすことになる３９。 
最近、小関素明氏が指摘しているように、二大政党時代にあって安定的な政権交代を実
現する場合、「できるかぎり二大党派の議席数が均等に近い状態で区分されていること」が
理想的でなる。しかし、政策の行き詰まりで第一党の内閣が退陣した場合、野党である第
二党は議席数の少ない状態で政権を譲渡される結果、「選出勢力だけで政権を維持しようと
すれば、きわめて劣弱な実行力に甘んじなければならない」状況に陥るのである４０。 
かつて季武嘉也氏は清浦奎吾内閣打倒を目指した勢力の思惑がそれぞれに異なっており、
第二次護憲運動はその出発点と到達点には大きな隔たりがあったことを明らかにした４１。
また、伊藤之雄氏は政党内閣期の特徴として、既成政党勢力が大正期と異なり、非選出勢
力への対抗姿勢や貴族院改革に関心を払わず、護憲三派内閣期以降、与野党対立に終始し
たことを問題視する。その上で、昭和初期に民政党が農村対策に力点を置かず、政友会が
軍部と結ぶ対中国強硬外交路線に傾斜するなど、政党側の対応にも責任を求めている４２。
また、近年の小山俊樹氏の研究は政権交代についての共通認識が欠落したまま第二次護憲
運動が進行し、「政党内閣の継続」のみを正統性（legitimacy）として政党政治が成立した
ことを政党政治崩壊の要因に求めている４３。これらの研究は戦前政党政治の形成過程に内
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在した問題点を明らかにした点で重要なものである。 
そして、次に問題となるのが「挙国一致」という同時代的用語である。1932年に犬養毅
内閣が総辞職したのち、終戦内閣としての鈴木貫太郎内閣に至るまで、非政党出身者を首
班とする 13 代の挙国一致内閣が成立している。しかし、各内閣の性格は一様ではなく、
そのことは既成政党勢力を含む国内主要勢力との協調関係を志向するものもあれば（斎藤
実内閣、岡田啓介内閣など）、既成政党勢力を排除して陸軍や新党運動派との関係を優先す
るもの（林銑十郎内閣、阿部信行内閣など）もあったことに端的に表れている。その結果、
「挙国一致」という表現が一つのレジームを指すのか、それともスローガンのレベルにと
どまるものか、という疑問に直面する。イギリスでは 1931 年、ラムゼイ・マクドナルド
を首班とした挙国一致内閣が成立しているが、これは労働党、保守党、自由党の大連立政
権を指すものであり、日本の挙国一致内閣とは意味が異なる。したがって、「歴史総合」が
日本史と世界史を接合する教科として近現代史を扱う場合、こうした歴史用語の用法にも
注意しなければならない。 
そもそも、日本近代史における「挙国一致」の概念は国内全体が対立関係を克服し、一
致して外憂に対処することを主眼に置かれていた。戦前、徳富蘇峰が物した歴史書によれ
ば、「維新開国の歴史の要点は、挙国一致を以て世界に当たるが、その大目的」であり、幕
末日本の政治指導は幕府（老中・阿部正弘）、朝廷（孝明天皇）、外様大名（薩摩藩主・島
津斉彬）の三者による「公武合体挙国一致の大方針」であったと述べられている４４。そし
て、現在の幕末維新史研究でも、「挙国一致」の志向は幕末の政治過程に求められている４５。 
季武嘉也氏は大正政治史研究として、第一次大戦終結後、「世界経済戦争」に対応する新
しい体制の創出が国家的課題となる中、政党を中心として諸政治集団が提携する「介在型
挙国一致」と、政党と官僚を排撃して強力な組織を求める「直結型挙国一致」という二つ
の路線が競合しつつ、後者が護憲三派内閣崩壊に至るまで大正政治史に大きな影響力を果
たしたことを明らかにした４６。 
この「挙国一致」という用語が日本近代史の上で最も多用されることになるのは昭和期
に入ってからであり、前述のように、明確な定義のないまま、時期や勢力に応じて異なる
意味で使用されることになる。「挙国一致」という用語が昭和戦前期の諸政治勢力の間でど
のように認識されていたのか、その相違点も含めて国内政治過程をたどっていく必要があ
る。そのことで 1930 年代の「政党更正」を求める世論の声に政党の側がどのように対処
しようとしていたのか、または近衛新体制運動の過程で政党政治家の側が「挙国一致」と
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いう概念をどう理解することで自己規定していたのかなど、広い論点につなげられるはず
である。そうなれば、昭和期の政治が多様な理念を掲げる勢力が交錯することで展開され
たものであることや、その中で政治的統合がどのように模索され、挫折を余儀なくされた
のか、といった問題が明らかにできると思われる。 
最後に、昭和期日本の国家像について、第一次世界大戦後の国際秩序への対応、日本国
内の政治と社会への影響という見地から整理を試みたい。 
第一は近代日本最後の元老である西園寺公望の立憲政治論である。これは英米と協調す
ることで日本の発展を志向するものであり、国内的には英国型二大政党制を理想とするも
のである。かつて西園寺は 1919 年のヴェルサイユ会議で日本政府首席全権を務め、大正
後期からは唯一の元老として天皇に対する後継首班奏薦の任にあたっている。浜口雄幸に
代表される強力な政党代表者が内閣を組織し、安定的な内政と外交を営むことを理想とし、
挙国一致内閣期に入っても、これが大枠的に修正されることはなかった４７。斎藤・岡田内
閣で蔵相を務めた高橋是清もこの路線に沿うものであった。 
西園寺については、1926年から私設秘書として政治情報の収集と伝達に当たった原田熊
雄により、『西園寺公と政局』と題する膨大な口述筆記録が昭和政治外交史の重要史料とし
て遺されている。その対象時期は 1928 年 6 月から 1940 年 11 月までの 12 年 5 ヶ月間に
及び、国際連盟の創設や政党内閣の発展を肯定的に捉えながらも、昭和の動乱に翻弄され、
近代日本の立憲政治瓦壊に向き合わざるを得なかった姿が描かれている４８。 
第二は近衛文麿に代表される新体制論である。近衛は皇室に連なる五摂家筆頭の家柄に
生まれ、昭和期に入ると、革新系貴族の代表として各方面からの期待を集め、西園寺と対
照的な位置を占めることになる。西園寺の秘書としてヴェルサイユ会議に随行し、論文「英
米本位の平和主義を排す」（『日本及日本人』1928 年 12 月 15 日）でその対外観を端的に
示している。若き日の近衛は大戦後の国際秩序が「現状維持を便利とする国」の論理に基
づくことや、「経済的帝国主義」の到来を早く予見していた。そのことがのちに日中戦争以
降、新しい国際秩序を東アジアに形成しようという方向を強めることになる。 
また、国内政治にあっては、旧来の夜警国家観を脱却し、既成政党や金融資本が生み出
す矛盾の解消を志向していた。すなわち、「世界一般の傾向と致しましては、国家は益々社
会経済生活の凡ゆる領域に干渉致さざるを得ず」、「自由放任の経済に全体的公益の立場よ
り統制」を加え、「強力なる国家権力の集中を図り、その集中的機関として執行権を強化」
することを当然視するものであった４９。そのことが 1940 年には近衛新体制運動として形
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になり、既存の憲法秩序や諸政治勢力との間に対抗関係を形成することになるのである。 
戦後、日本国憲法は第 68条で責任内閣制を規定したのに対し、明治憲法第 55条は国務
大臣単独輔弼責任制を規定し、内閣制度に関する具体的規定を欠いていた。その結果、戦
前の日本では各省が対立する行政セクショナリズムが生じることになる。1937年、第一次
近衛内閣は国策総合機関として企画院を設置するものの、日中戦争期にあっても日本では
国家意思を統合して政戦両略一致を実現することはできなかった５０。そのことがのちに近
衛をして国民的政治組織の確立を求める近衛新体制運動の背景となるのである。 
昭和期日本の国家像は、言い換えると、西園寺公望と近衛文麿という二人の理想の相克
として捉えられると考える。同時代の二つの異なる価値体系を比較することは、「大正デモ
クラシー」と形容される時代の二面性、その延長に位置する昭和戦前期の内政と外交の推
移を理解することにもつながる。国際環境が国内環境に及ぼした影響を検討することで、
大正・昭和戦前期を捉える試みは歴史教育と公民教育の双方に応用可能であると考える。 
 
４．おわりに 
 本稿では「歴史総合」の対象のうち、昭和戦前期という時代の捉え方を研究史的観点か
らたどることで、歴史教育と公民教育にまたがる学習上の論点や課題を検討した。20世紀、
大衆民主主義への移行によってメディアやナショナリズムが世論形成に大きな影響力を持
つ中、大正・昭和戦前期の日本もその例外ではなかった５１。こうした点を踏まえたとき、
文部科学省が「歴史総合」の基本概念として掲げた「近代化」「大衆化」というキーワード
は戦間期という時代を学習対象とする際、重要な意味を持つと考えられる。 
通常、政治学では政策決定論的アプローチとして国内環境と国際環境の双方に注目し、
そこから政策選択の在り方を規定した要因を析出する。昭和戦前期がどのような時代であ
ったかを考える際、国際環境が国内環境にもたらした影響を見逃すことは出来ない。昭和
戦前期は大正期から続く国際協調と政治的民主化の流れが定着を見せながらも、世界恐慌
に前後する形で内政と外交の両面に大きな危機をはらんだ時代であり、現在と比較するこ
とで多様な論点を抽出することが可能である。 
米ソ冷戦の終結後、国際社会では市場経済の世界化に伴い、グローバリゼーションの流
れが続いてきたが、現在では保護主義や自国第一主義の台頭など、反グローバリゼーショ
ンの動きが台頭している。本論で述べたように、第一次世界大戦後の世界経済の変化はグ
ローバリゼーションとの類似性を意識させるものであり、日本は大正期の段階で国際的な
15 
 
市場競争にどう対処するか、国内政治の在り方も含めて問われていたことになる。西園寺
公望と近衛文麿という、二つの異なる国家像を比較することは戦間期日本の内政と外交が
どのような変化をたどったのか、という問題を理解することにもつながるはずである。 
そもそも歴史教育論は「歴史に客観的な全体像など本来あり得ないし、仮に全体像を描
くとしても、それは個々の生徒自身に任せるべきこと」であり、「生徒ができるだけ合理的
に意思決定できるように、まずは課題の背景や原因を探求して、解決の糸口や方法を発見
させることに重点を置く必要がある」との立場が基本であり５２、筆者もそのように思う。 
社会科教育の目的は地歴科・公民科の別を問わず、現在の日本と世界が直面する課題や
展望に向き合う知識と姿勢を養うことにある。非西欧世界に位置する日本にとって、近代
化や民主化はどのような条件の下で進行したのか、国際関係の変容と国内的制度、社会経
済情勢、政策選択の相関関係も踏まえて理解する力が習得できれば、専門的教養として結
実するはずである。現在、教員に求められる教科指導力は高度化し、2020年の大学入試制
度改革を見据え、高等学校教育の在り方も変化しつつある。新たに誕生する「歴史総合」
には歴史教育だけに限定されない、公民科教育との連携可能性を期待したい。 
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